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一般社団法人

住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会の概要

 平成22年５月 住宅履歴情報サービス機関の管理団体として発足

＜発足の経緯＞

・平成１８～19年 住生活基本法の制定され、

「200年住宅ビジョン」 の12政策提言（提言2「家歴書の整備」）が行われる

・平成１９～21年 国土交通省 住宅履歴整備検討委員会＜野城委員長＞が設置される

ストック住宅市場における、住宅履歴情報の蓄積・活用のあり方や情報項目、

情報サービス機関等に関する「住宅履歴情報の蓄積・活用の指針」のとりまとめを行う

・平成２２年５月 その実現、普及の為、住宅履歴情報を行う専門サービス機関の集まりである

「住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会」が設立・発足。

 正会員数； 住宅情報サービス機関 48団体 （平成30年9月現在）

（ハウスメーカー10社 瑕疵保険法人5社、社団法人・民間33社、）

※住宅履歴正会員取引 建築事業者数 総計 約１．５万社

 賛助会員： 8団体 （日本木造住宅産業協会、ツーバイフォー協会、リフォーム産業協会、他）

 情報会員； 7行政団体 （北海道、東京都、大阪府、兵庫県、長野県、他）
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住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会の

「目的」と「役割」

 協議会の目的

1）住宅履歴情報を行う専門サービス機関の集まりである協議会の活動を通じ、 ストック住宅市場における

住宅の適切な維持管理の標準（デファクトスタンダード）となりうる共通の仕組みづくりを目指す

2）住宅をつくる時代から、守り育てる時代・継なぐ時代の実現に向けて、情報活用による

既存住宅の流通向上と住宅の社会的資産の価値向上の実現に寄与し、 国民のゆたかな住生活

の実現に貢献していく

 協議会の役割

1）住宅履歴情報サービスの基本指針・共通ルールの策定 （個人情報保護・適正な情報管理）

2）住宅履歴情報の蓄積・活用の普及・啓発 / 住宅履歴情報を活用したビジネスモデルの調査・研究・支援

3）住宅共通ID配布と発行（全国で唯一の住宅標準識別番号の発行）
⇒住宅共通IDとは、情報サービス機関が、住宅履歴情報を蓄積する際に、1戸の住宅に1個発行される、

全国で唯一のID・ucodeを用いた、32桁16進法の番号（住宅ＩＤ番号の承継）
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住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会の

「取り組み活動」と「活動実績」

 住宅履歴情報登録蓄積数 累計 357万棟 （平成30年9月末現在）

（内 住宅共通ＩＤ配布数（長期優良住宅制度以降） 9.4万件）

 主な取り組み活動履歴

1）Ｈ24年度 『住宅履歴情報の標準化項目』の検討ＷＧ

住宅の適切な維持管理の標準（デファクトスタンダード）となりうる共通の仕組みづくり着手

2）Ｈ25年度（長期優良住宅制度 ※５年目）

『住宅維持管理・履歴活用における情報活用者別・全国調査の実施 』 ７業種(分野) ３４団体

（地方行政・自治体、不動産団体、建築事業者、国交省土地産業局、消防庁他）

3）Ｈ26年度 『不動産情報ストックシステムとのＩＣＴ連携検討事業』に着手

・ストック住宅の流通活性化の活用に着目し、不動産事業者、土地産業局との 不動産システム改訂ＩＣＴ情報連携を開始

・H27年度に横浜市で「不動産情報ストックシステム」による住宅流通の実証試験に協力。

試行テーマ； 住宅共通ＩＤによる外部関係システムとの連携・試行（履歴情報の初活用トライアル）

； 住宅履歴情報の外部連携時の「個人情報取り扱い基準」の検討・策定

4)Ｈ28年度 「既存住宅で始める住宅履歴情報の蓄積・活用ガイドライン」の作成

5）Ｈ30年度 『宅建業法改正・安心Ｒ住宅の開始』対応する住宅履歴情報（問合せ）サービスの着手

6）Ｈ31年度 『住宅履歴講習会』の開始
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住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会

住宅履歴情報の普及・浸透の調査（Ｈ27調査報告資料）
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（これまでの取り組み活動紹介）

 住宅履歴普及・浸透の状況（長期優良住宅を含む）の確認

平成21年より、長期優良住宅を中心対象として、普及・啓発、浸透計画が行われてきたが 「一般新築住宅」

「既存住宅・共同住宅」における消費者・事業者への住宅履歴の普及・啓発（認知）は進んでいない



住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会

住宅履歴情報の活用に係る取組みの開始(H27～29年度活動）

 「住宅履歴情報の活用推進に関する基本的事項の検討 及び共通基盤の整備事業」

「住宅情報の活用推進に関する基本的事項検討委員会」（中城委員長 明海大学）とＷＧを設置し、

住宅履歴情報活用の為の情報の再整理・活用ルールを作成した。（活用の為の仕組みの開発）

①「既存住宅」・「安心Ｒ住宅」等対応する住宅履歴情報項目の追加・再整理

②簡易な「住宅履歴情報一覧表(必須情報の有・無）」「テキスト・データ（フェイスシート）」の提供等

③情報活用シーンにおける個人情報取扱いルール他
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（これまでの取り組み活動紹介）



・「宅建業法改正」、「安心Ｒ住宅」に向けての住宅履歴情報一覧表

提供サービス（消費者・流通事業者等問合せ）を開始した

住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会

住宅履歴情報の活用に係る取組み（Ｈ30年活動）
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（これまでの取り組み活動紹介）



住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会

＜住宅履歴情報（戸建住宅）＞指針
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住宅履歴情報」には以下のようなものがあります。
【新築段階】

①「建築確認 」： 地盤調査、建築確認、工事監理、完了検査係る書類や図面

②「住宅性能評価」： 設計住宅性能評価、建設住宅性能評価に係る書類図面

③「長期優良住宅認定」： 認定手続きのために作成される書類や図面

④「工事関係」： 住宅の竣工時とそれまでにつくられた書類や図面等

【維持管理段階】

①「維持管理計画」： メンテナンスプログラム等

②「点検・診断」： 自主点検、定期点検、住宅診断に係る書類や図面等

③「修 繕」 ；計画修繕、その他の修繕に係る書類や図面等

④「リフォーム・改修」： リフォーム・改修工事に係る書類や図面等

⑤「認定長期優良住宅の維持保全」： 保存が義務付けられている維持管理記録等



（今後の課題・取り組みにおける事前検討）
長期優良住宅制度を含む

住宅履歴情報に係るこの10年間の重要ファクターの列挙

 Ｈ21年 長期優良住宅普及促進法の施行

 ・・・同年 住宅瑕疵担保履行の開始

 ・・戸建住宅維持管理と住宅履歴情報制度（いえかるて）と開始

 ・・自然エネルギー電力買取（ＦＩＴ法）の開始・改正

 ・・ゼロエネルギー住宅（ＺＥＨ）の創設・開始

 Ｈ28年 住生活基本法の見直し

 ・・「既存住宅流通」活性化の推進（宅建業法改正/安心Ｒ住宅）

他方・・激甚災害の多発 /東日本大震災・集中豪雨・火災

以上による・・住宅履歴情報（いえかるて）の課題・役割・とは

9



住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会

住宅履歴情報全般の課題と今後の取り組みについて

1.住宅履歴情報の認知度向上・登録促進

・・知らない人がまだまだ多い

・消費者・住宅関連事業者・住生活事業者・金融業への告知・認知向上促進

・地方自治体・他省庁制度との住宅履歴情報登録の連携（協力）促進

【他省庁との住宅履歴・維持管理情報 （協力推進事案（例）】

・改正ＦＩＴ法による住宅「太陽光設備の維持点検・点検情報保管」義務化・連携協力（経産省）

・各地方自治体による「耐震診断」・「改修工事情報」の保管登録、

・地域防災情報の整備/他

2.住宅維持保全・住宅履歴化の促進：

・長期優良住宅以外の維持保全・住宅履歴義務化の対象住宅拡大

・長期優良部品制度・点検記録の保存

3.住宅履歴情報の利活用の促進

・住宅履歴情報の電子化・デジタル化による住宅所有者・住生活ＡＩ活用の推進

・災害・防災面での活用・検討：緊急時、住宅履歴情報連携等の検討推進、等
10

（一部 研究部会報告）



4.住宅維持管理の促進における検討課題

・維持管理計画内容の追加・標準推進

：点検保全部位：・スケルトン・インフィル・設備にセグメントした点検実施計画・詳細項目の設定

・長期使用製品の安全点検制度連携、性能向上設備の点検計画の付加

・消防法等、法定点検に準拠した戸建住宅・防災点検の付加

・住宅所有者にもわかる身近な点検の追加等の設定等

：点検実施事業者の選定・登録：

・建築事業者、太陽光設備等専門事業者、維持管理実施責任者の登録他

・維持管理（点検）実施に係る費用施策（支援）の仕組みの検討

・住宅ローン組み入れ/（戸建て住宅維持保全契約書の作成・促進

税インセンティブ付与他

・定期点検の計画実施促進の仕組み： 住宅履歴・維持管理通知システム等の活用

以 上
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（一部 研究部会報告）

住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会

住宅履歴情報全般の課題と今後の取り組みについて



参考資料1
住宅履歴情報の登録・保管と住宅履歴情報管理システム（例）

建設図書・倉庫保存の現況（例）

現況の「建設図書」・「履歴書類」の管理で
は、トレーサビリティは困難
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①長期保管、情報活用の為には
電子化・標準化分類が必要。

②「住宅履歴の指針」に基づき、
建設図書・重要書類を
“誰でも活用・利用できる”分類・整
備(辞書化）を行います。

③電子化、標準分類された住宅履歴
情報は 住宅履歴情報ＷＥＢ検索で

24Ｈどこからでも検索・活用できます。

参考資料2
住宅履歴情報の登録・保管と住宅履歴情報管理システム（例）
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地域住宅マップ管理システム・「維持点検」・「物件表示」機能画面イメージ(BtoB向機能)

地図内を移動

地図上の物件アイコンを選
択すると建物詳細のサブメ
ニューを表示する。

＜建物詳細＞

建物名称： ○○邸

住所： 東京都国分寺市国分寺

住戸形式： 共同住宅専有部分

建物区分： 分譲

共通ID：

築年数： 6年7ヶ月

延床面積 90㎡

宣材写真１ 宣材写真2

対応可能商圏メニュー

建物名称：

商圏範囲 km

業者選択

解体 防水

仮設 左官

基礎 検具

防蟻 サッシ

足場 塗装

外装 リフォーム

宅建 維持管理業者表示

物件表示メニュー

住戸形式

建物区分

共通ID

築年数
年

延床面積
㎡
定期点検 年

▼

▼

～

～

物件表示

維持点検、〇年目維持
点検物件表示する

参考3
住宅履歴情報の登録・保管と住宅履歴情報管理システム（例）

【その他機能】

：維持管理
（定期点検期日）
アナウンス機能

・住宅所有者と
維持点検事業者に
定期点検時期を
メール等で通知し、
維持管理の実施を
促進する。
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参考資料4

住宅履歴情報（いえかるて）の役割

 住宅履歴情報は、お客様の「住宅の安全品質」を証
明します。

 住宅履歴情報は、お客様の「住宅資産価値」を証明し
ます。

 住宅履歴情報は、「不動産市場」を活性化させます。

 住宅履歴情報は、「事業者の連携」を促進し、「住生
活の豊かさ」を向上させます。

住宅履歴情報は、お客様と地域の安全を
守ります。
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